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１．大光銀行の地域密着型金融への取組み 

１ 

 当行は、「お客様に信頼され、親しまれる銀行として地域社会の繁栄に奉仕する」ことを経営理念のひとつに掲げております。 
 この理念のもと、「地域密着型金融への取組方針」（2009年（平成21年）4月策定）に基づき、①お取引先に対するコンサル 
ティング機能の発揮、②地域の面的再生への積極的な参画、③地域のお客さまに対する積極的な情報発信を通じて、地域社会・ 
経済の活性化に取り組んでまいりました。 
 2025年度は第13次中期経営計画「Value Up～ワクワクする未来へ～」を鋭意、推進しております。誰にも負けない高い熱量
でお客さまに親身に寄り添う「大光らしさ」に磨きをかけ、本計画に掲げる施策を着実に実践することで、地域から信頼され、地
域とともに成長し、地域の未来を創造する銀行、また働く全ての人が互いに高め合い、いきいき・はつらつと輝いている銀行を築
き上げてまいります。 
 併せて、お客さまから信頼いただき、安心してご利用いただくため、コンプライアンスの徹底やリスク管理の高度化に引き続き
取り組んでまいります。 

 株式会社大光銀行は、株式会社商工組合中央金庫と協調し、新潟染工株式会社とポジティブ・インパクト・ファイナンスの契約
を締結いたしました。 
 同社は、織物生地の染色やプリント加工等を手掛けており、オリンピック日本代表の競技水着にも採用されるなど、特殊技術を
必要とする高機能製品の加工を強みとしています。 
 今回、同社は、CO2排出量の削減や製品ロス率の低下等の取組みを通じて一層の成長を図るため、サステナビリティに関する
KPIを設定しました。環境経営を通じて経営の持続可能性を高め、経済的価値の向上のみならず、社会的地位の向上や働き手の幸せ
を実現していきます。 

【トピックス】 事業承継支援・特徴的な伴走支援型融資 

 当行グループは事業承継問題や成長支援を目的としたM&Aに積極的に取り組んでおります。専門知識を有する本部担当者を中心
に、営業店と情報を共有しながら事業承継支援を実施し、2025年度は、M&A受託件数36件、M&A成約13件、企業の株価算定件
数178件のご支援をさせていただきました。 



  

２．地域とのリレーション強化に向けた取組みの状況 

２ 

ベンチ 

マーク 

メイン取引先数の推移、及び、全取引先数に占める割合 （先数単体ベース）  

2024/3末 2025/3末 2026/3末

メイン取引先数　（※） 3,212先 3,212先 3,241先

全取引先数 13,941先 14,131先 14,415先

全取引先に占める割合 23.0% 22.7% 22.4%

当行は、主たる営業基盤である新潟県の取引先数およびメイン取引先の拡大に 
積極的に取り組んでいます。 

（※）メイン取引先 ・・・ お取引先の事業年度末における当行の融資残高（政府系金融機関の制度融資を除く）が１位のお取引先 

全取引先数と新潟県内取引先数 （先数単体ベース） 

【2026年3月末】 
 

全取引先数 

14,415先 

83.9％ 

新潟県内 

12,103先 

新潟県外 

2,312先 

当行のお取引先 (※１) のうち、８３.９％が 

新潟県内のお取引先です。 
 

 

(※１) お取引先 ･･･ 主に次のいずれかに該当するお取引先 

                            ①法人（財団・団体含む）の与信先(※２)または各種支援先 

     ②個人事業主（貸家業を含む）の与信先または各種支援先 

（※２） 与信先  ･･･  融資残高がある先のほか、融資枠や保証のみ 

             （融資残高がない）先も含めたお取引先 



３．事業性評価の取組み 

３ 

 事業性評価とは、お取引先企業の事業の内容や成長可能性を適切に把握したうえで、お取引先企業の企業価値
向上のための支援を行うことをいいます。 

 当行は、質の高い対面交渉等により得られた情報を基に的確に事業性評価を行い、お取引先企業の企業価値向
上を通じて地域経済・産業の底上げを図ることで、地方創生に貢献しております。 

事業性評価とは 

【2026年3月末】

与信先数 融資残高

事業性評価先 5,348先（38.9%） 5,360億円（88.1%）

ベンチ 

マーク 

事業性評価に基づき融資を行っている与信 
先数（※）及び融資額、及び、全与信先数及 
び融資額に占める割合 （先数単体ベース） 

地域経済・産業 

の底上げ 

地域を支える 

お取引先企業の事業の 

内容や成長可能性を 

適切に把握 

お取引先 

企業の 

企業価値向上 

（※）与信先 ・・・ 融資残高がある先のほか、融資枠や保証のみ（融資残高がない）先も含めたお取引先 

お取引先企業の 

ライフステージに応じた 

ソリューションの提供 

うち労働生産性向上

に資する対話先数

2024年3月期 6,612先    3,467先

2025年3月期 6,941先    3,643先

2026年3月期 7,294先    4,398先

対話先数ベンチ 

マーク 

事業性評価の結果やローカルベンチマークを提示 
して対話を行っている取引先数、及び、そのうち、 
労働生産性向上のための対話を行っている取引 
先数 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．コンサルティング機能の発揮の状況 
（１）お取引先のライフステージに応じた各種支援の取組み 

４ 

【2026年3月末】

①創業期 ②成長期 ③安定期 ④低迷期 ⑤再生期

ライフステージ別
の与信先数

13,723先 681先 1,054先 6,603先 328先 390先

ライフステージ別
の与信先にかかる
融資残高

6,079億円 193億円 860億円 3,644億円 142億円 273億円

全与信先

ベンチマーク ライフステージ別の与信先数、及び融資額（先数単体ベース）  

当行では、お取引先のライフステージに応じ、経営課題やニーズに対するきめ細かい 
本業支援や、ソリューション提案に基づいた適切な資金提供を行っています。 

（※１)  「ライフステージ」 ・・・与信のあるお取引先について過去の売上高の推移などに応じて以下のステージに区分しています。（ベンチマーク基準）  
    ①創業期・・・創業、第二創業から５年までの期間 
    ②成長期・・・売上高平均で直近２期が過去５期の120％超の期間 
    ③安定期・・・売上高平均で直近２期が過去５期の80％～120％の期間 
    ④低迷期・・・売上高平均で直近２期が過去５期の80％未満の期間 
    ⑤再生期・・・貸付条件の変更または延滞がある期間 
（※２） 全与信先と①～⑤の合計との差は、（※１）のベンチマーク基準によりライフステージの判別が困難な与信先数および融資残高 

ライフステージ 
ごとの主な 
支援の内容 

・創業関連融資 
・ビジネスプラン 
 コンテスト 
・創業塾 
・事業計画策定支援 
・補助金・助成金申請 
 支援  など 

・成長資金の供給 

・私募債、動産担保融資（ABL） 
・クラウドファンディング 
・ビジネスマッチング、商談会の開催 
・海外進出支援 
・Ｍ＆Ａ仲介業務 
・人材紹介業務 
・技術相談 
・補助金・助成金申請支援 など 

・経営改善計画策定・モニタリング支援 
・公的再生支援機関との連携 
・事業承継・Ｍ＆Ａアドバイザリー など 



 

 

 

 

 

• 新たなビジネスを事業化し、地域経済の活性化に貢献している 

    事業者を表彰する、「たいこうニュービジネスアワード」を 

    開催致しました。                                   

  ➢「大賞」３事業、「審査員特別賞」２事業を選定 

 

 

 

• ２０２５年９月から１０月にかけて、公益財団法人新潟市産業                                             
振興財団、公益財団法人にいがた産業創造機構、学校法人中越                                          
学園長岡大学との共催により、「たいこうＷｅｂ『創業塾』」                                      
をオンラインセミナー形式にて開催しました。 

• 創業をお考えの方、創業後概ね５年以内の事業者で改めて経営を                                        
学びたい方、経営環境の変化により創業時の計画やビジネスプラン                                      
の再考、見直しを検討している方を対象に、経営・販路・人材・                                        
財務をテーマに全５回のカリキュラムを実施しました。 

  ➢参加者 ２４名、 うち創業件数 ４件 

４．コンサルティング機能の発揮の状況 
（２）具体的取組み ～①ライフステージ別～ 

５ 

 ①創業・新規事業開拓へのサポート 

ベンチ 

マーク 
当行が関与した創業・第二創業の件数  

「創業塾」の開催 

ビジネスアワードの開催 

【たいこうニュービジネスアワードの様子】 

【2026年3月期】

創業件数 第二創業件数

282件 9件



 

 

 

 

• ２０２５年７月に全国の第二地方銀行との共催により、食品関連に特化した「地方創生 
『食の魅力』発見商談会２０２５」を開催しました。（当行取引先３社が出展） 

• お客さまのＤＸ支援の一環として、ＷＥＢ上でのビジネスマッチング機能を有する                        
「Taiko Big Advance」をご案内し、多くのお客さまよりご活用いただいております。 

 
 

 

• 事業者のお客さまのプロモーション支援を目的に、広告媒体事業に参入し、「たいこう 

    デジタルサイネージサービス」の取扱いを開始しました。 

• 本サービスは銀行という公共性・信頼性の高い場所にて、事業者のお客さまの広告素材 

    を放映することで、ブランディング強化や認知度向上、事業拡大・販売促進に貢献する 

    ことを目的としています。 

４．コンサルティング機能の発揮の状況 
（２）具体的取組み ～①ライフステージ別～ 

６ 

【2026年3月末】

経営指標等
が改善した

先数②
②／①

3,241先 2,060億円 1,966先 60.6%

メイン先数
①

メイン先の
融資残高

ベンチ 

マーク 

当行がメインバンクとして取引を行っている企業のうち 
経営指標（売上・営業利益）の改善が見られた先数 
（先数単体ベース）  

 ②成長段階における更なる飛躍へのサポート 

2024/3末 2025/3末 2026/3末

1,390億円 1,503億円 1,451億円

ベンチ 

マーク 

メイン先のうち、経営指標が改善した先に対する 
融資額の推移  

ビジネスマッチング支援 

事業者さまのプロモーション支援 



 

 

 

 

 

 

• ２０２０年４月より「経営改善計画策定支援サービス」の取扱いを開始し、２０２５年度は 

２３先のお取引先に対して経営改善計画の策定をサポートしました。                                           
(２０２３年１０月より大光キャピタル＆コンサルティング株式会社の業務として取り扱い) 

• 計画の策定に加え、取引金融機関との金融調整、計画策定後のモニタリングなど、経営改善 
に向けた取組みをトータルでサポートいたします。 
 

 
 

• 「早期経営改善計画策定支援」（通称：Ｖアップ事業）の支援補助対象が民間金融機関に広げられたことから、                
「計画策定」「伴走支援」「費用補助申請」などをオールインワンで提供するサービスを行っております。 

４．コンサルティング機能の発揮の状況 
（２）具体的取組み ～①ライフステージ別～ 

７ 

【2026年3月末】

好調先 順調先 不調先

401先 154先 12先 102先 40先

条件変更
中小企業数 うち経営改善

計画策定先

ベンチ 

マーク 

当行が貸付条件の変更を行っている中小企業の経営改善計画の進捗状況（※） 

 ③経営改善・事業再生へのサポート 

（※) 経営改善計画の進捗状況については、売上および当期純利益の前年比により好調（120％超）、 
       順調（80％～120％）、不調（80％未満）に区分 

経営改善計画策定支援サービス 

早期経営改善計画策定支援サービス 



 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

• 次代の経営者候補や経営幹部の育成、地域を代表する次世代                                      
のリーダーの育成を目的とした、『たいこうトップリーダー                                      
スクール』を集合セミナー形式で開催し、『Ｗｅｂ経営塾』                                      
をオンライン形式にて開催しました。 

  ➢トップリーダースクール  全６回 参加１５社                                                                                               

   Ｗｅｂ経営塾       全２回 参加延べ１３９名                                    
 

 

 

・ 日本M＆Aセンター、新潟県事業承継引継ぎ支援センターなどの外部機関への出向経験者など、専門知識の 

  ある本部担当者を中心に、営業店と情報共有しながら事業承継（M＆A含む）を実施している。 

 

 

４．コンサルティング機能の発揮の状況 
（２）具体的取組み ～①ライフステージ別～ 

８ 

ベンチ 

マーク 

事業承継支援先数  

 ④事業承継・Ｍ＆Ａにかかるサポート 

【2026年3月期】

支援先数 1,136先

地域を担う経営人材の育成支援 

当行グループは、お取引先の事業承継問題の課題解決や事業拡大等の成長支援を目的とするＭ＆Ａに積極的に取り組んで 

おります。Ｍ＆Ａにより、お取引先には次のようなメリットを享受いただけます。 

 ①譲渡する側・・・企業の存続、従業員の継続雇用、連帯保証の解除など 

 ②譲受する側・・・シナジー効果、コスト削減、事業規模の拡大など 

ベンチ 

マーク 
【2026年3月期】

支援先数 264先

Ｍ＆Ａ支援先数  

事業承継・Ｍ＆Ａのノウハウを有する人材の育成 



 

• 全てのライフステージのお取引先の企業価値向上に向け、積極的に取り組んでおります。 

 

 

• 「Big Advance」とは、全国の金融機関が連携してお取引先の経営を 

支援するプラットフォームで、当行は「Taiko Big Advance」 として、 
２０１９年５月よりサービスを開始しました。 

• １，８００社を超えるパートナー企業や、参加金融機関のお取引先企業                                     
（約５３，０００社）とのビジネスマッチングのほか、補助金・士業相                                
談や福利厚生サービス等を通じ、お取引先の様々な経営課題をトータル                                    
にサポートいたします。 

４．コンサルティング機能の発揮の状況 
（２）具体的取組み ～②全てのライフステージのお取引先に対するサポート～ 

９ 

【2026年3月末】

メイン
取引先数①

経営改善
提案先数②

②／①

3,241先 736先 22.7%

ベンチ 

マーク 
メイン取引先のうち、経営改善提案を 
行っている先の割合 

経営改善支援にかかる 
外部専門機関の提携先数 

ベンチ 

マーク 

【2026年3月期】

開催数 16回

経営改善支援にかかるお取引先向けセミナー 
の開催数（オンライン開催を含む） 

ベンチ 

マーク 

【2026年3月期】

提携先数 185先

【2026年3月期】

取引先数 689先

外部専門家を活用して 
本業支援を行った取引先数 

ベンチ 

マーク 

Ｔａｉｋｏ Ｂｉｇ Ａｄｖａｎｃｅ 

【Taiko Big Advance  ログイン画面】 



 

 

 

• 業務改革（ＢＰＲ・ＤＸ）を推進し、事務に   
かかる業務量を削減 

       ①お取引先との接点を拡大し、営業活動を      
     高付加価値化 

    ②事務部門から営業部門へと人員を再配置 
 

５．地域密着型金融の更なる深化に向けた体制整備の状況 

10 

【2026年3月末】

全支店
従業員数①

上記業務担当
従業員数②(※）

②／①

773人 228人 29.4%

【2026年3月期】

総点数①
本業支援の
評価点数②

②／①

7,375点 1,015点 13.7%

ベンチ 

マーク 

中小企業向け融資や本業支援を主に担当 
している従業員数、および全支店従業員数に 
占める割合 

取引先の本業支援に関連する評価について、 
支店の業績評価に占める割合 
 

ベンチ 

マーク 

 

 

 
• 支店および個人の業績評価において、お取引先の 

本業支援に関連する評価を一定の水準で設定 

（※) 中小企業向け融資や事業支援にかかる支店従業員数は業務量 
   相当の人数 

業務・人員体制 

地域密着型金融を強力に推進するため、中小企業向け融資や本業支援を適切に 
行うための体制整備に努めています。 

業績評価 



 

 

• 新潟県内の地域企業における後継者不在など、事業承継に関する課題解決への取り組みに対応できる人材    
の育成を推進し、「Ｍ＆Ａシニアエキスパート」（一般社団法人金融財政事情研究会）の資格保有者は、                                               
法人営業を中心に１３７名が認定されております。                             

 

 

• 医業関連、介護・福祉分野の事業者さまを対象に、公益社団法人日本医業経営コンサルタント協会新潟県    
支部と共催で、「医業経営セミナー」（オンライン形式）を開催しました。 

• 「医療・介護・福祉」分野への 融資実績  ４１件  ７，８１１百万円 
 

 

• 「環境・エネルギー」分野への 融資実績  １３９件  ６，８４８百万円 

• 省エネ設備への投資を検討する取引先に補助金紹介、省エネ診断紹介などを行っております。 

 

 

• 「農業・六次産業化」分野への 融資実績   ６５件  ２，４８０百万円 

• 各種商談会への参加のご提案など、農業者や六次産業化を目指す事業者の支援を行っております。 

６．地域の面的再生への積極的な参画 
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事業承継・Ｍ＆Ａ支援 

超高齢社会への対応 

環境・エネルギー分野 

農業・六次産業化分野 



７．地域やお客さまに対する積極的な情報発信 

 

• 地域密着型金融への取組み状況については、当行ホームページや公表資料（統合報告書等）を通じて情報発信 
しており、今後も地域の皆さまにわかりやすい情報のご提供に努めてまいります。 
 

• 営業店のロビーやＡＴＭコーナーに設置したお客さまご意見ハガキなどからいただいたご意見・ご要望を踏ま 
    え、サービス向上のための施策に随時反映させております。 

12 
https://www.taikogank.jp/ 

 

 
 
• ２０２５年７月に、株式会社大光銀行は、第四北越キャピタルパートナーズ株式会社およびTryfunds 
    Investment １号有限責任事業組合が共同で設立した、「にいがたサステナブル地域創生投資事業有限責任 
    組合」への出資契約を締結いたしました。 
    本ファンドは新潟県の課題解決と地域活性化に不可欠な「観光」「脱炭素・エネルギー」「健康・医療」 
    「インフラ」「農業」関連事業への投資を通じて、新潟県の持続可能な成長と地域の面的活性化を支援 
    するものです。 
 
• 株式会社大光銀行は、地域に及ぼす影響に鑑み、株式会社JSファンダリの破産申し立てにより解雇された 
    元従業員に対する「再就職相談電話窓口」を設置致しました。 
    当行で取り扱っている「人材紹介業務」により、再就職をサポートしております。 
 
• 地域金融力の発揮に向けて、地域企業の価値向上への貢献と地域課題の解決に取り組み、当行に関わる内外 
    のプレイヤーと連携しながら事業者支援等を通じ、経営者と伴走し、経営者に信頼される金融機関を目指し 
    て参ります。 

その他の取り組み 


